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(57)【要約】
【課題】変動し得る商用電力の単位電力量当たりの価格
に応じて蓄電部の充電及び放電を制御する電力供給シス
テムを提供する。
【解決手段】電力供給システム１は、商用電力を消費し
て充電し充電した電力を放電により供給する蓄電部１０
と、商用電力の単位電力量当たりの価格を示す情報であ
る価格情報を取得する価格情報取得部１１と、価格情報
取得部が取得する価格情報に基づいて蓄電部の充電及び
放電を制御する蓄電部制御部１２と、を備える。価格情
報は、所定時間中のそれぞれの単位時間での、商用電力
の単位電力量当たりの価格をそれぞれ示すものである。
蓄電部制御部１２は、蓄電部１０の放電を行う単位時間
と、蓄電部１０の充電を行う単位時間と、を設定し得る
。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　商用電力を消費して充電し、充電した電力を放電により供給する蓄電部と、
　商用電力の単位電力量当たりの価格を示す情報である価格情報を取得する価格情報取得
部と、
　前記価格情報取得部が取得する価格情報に基づいて、前記蓄電部の充電及び放電を制御
する蓄電部制御部と、を備え、
　価格情報が、所定時間中のそれぞれの単位時間での、商用電力の単位電力量当たりの価
格をそれぞれ示すものであり、
　前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電を行う単位時間と、前記蓄電部の充電を行う単
位時間と、を設定し得ることを特徴とする電力供給システム。
【請求項２】
　前記蓄電部制御部が、商用電力の単位電力量当たりの価格が比較的高い単位時間に前記
蓄電部の放電を行うように設定し得るとともに、商用電力の単位電力量当たりの価格が比
較的安い単位時間に前記蓄電部の充電を行うように設定し得るものであり、
　前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電を行う単位時間を設定するとき、併せて前記蓄
電部の充電を行う単位時間を設定することを特徴とする請求項１に記載の電力供給システ
ム。
【請求項３】
　前記蓄電部制御部が、商用電力の単位電力量当たりの価格が閾値以上であり、未だ充電
及び放電を行うことを設定していない単位時間を、前記蓄電部の放電を行う単位時間とし
て設定し得ることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の電力供給システム。
【請求項４】
　前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電を行う単位時間を設定するとき、
　前記蓄電部制御部が、当該単位時間よりも前であり、当該単位時間よりも商用電力の単
位電力量当たりの価格が安い単位時間を、前記蓄電部の充電を行う単位時間として設定す
ることを特徴とする請求項１～請求項３のいずれかに記載の電力供給システム。
【請求項５】
　前記蓄電部制御部が、少なくとも１つの価格情報によって商用電力の単位電力量当たり
の価格が示されている複数の単位時間の少なくとも一部から成る制御可能時間中で、前記
蓄電部の放電を行う単位時間と、前記蓄電部の充電を行う単位時間と、を設定し得ること
を特徴とする請求項１～請求項４のいずれかに記載の電力供給システム。
【請求項６】
　前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の充電を行う単位時間と、前記蓄電部の放電を行う単
位時間とを設定した後に、当該充電及び当該放電以外の要因で、前記蓄電部の残容量が変
化したとき、
　前記蓄電部制御部は、それまでに設定した前記蓄電部の充電を行う単位時間と前記蓄電
部の放電を行う単位時間とをそれぞれ解除して、前記蓄電部の充電を行う単位時間と前記
蓄電部の放電を行う単位時間とをそれぞれ設定し直すことを特徴とする請求項１～請求項
５のいずれかに記載の電力供給システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄電池の放電により供給される電力を利用する電力供給システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力自由化により、消費者（例えば、家庭や店舗、ビルなど）へ電力を供給する主体が
多様化してきている。例えば、自ら発電した電力を供給する電気事業者だけでなく、他か
ら購入した電力を販売することで電力を供給する電力事業者なども、電力を供給する主体
となり得る。
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【０００３】
　上記のような電力事業者は、消費者に供給する電力（以下、商用電力とする）の単位電
力量（例えば、１ｋＷｈ）当たりの価格（以下、単価とする）を設定する。例えば、大規
模な発電設備を有し所定の地域の消費者全般に電力を供給する電力事業者などは、商用電
力の需要が大きい昼間の時間が高く商用電力の需要が小さい夜間の時間が安い固定性の単
価を、消費者との契約において設定することが多い。
【０００４】
　また、消費者が、商用電力の他に蓄電池の放電により供給される電力をも供給し得る電
力供給システムを利用することが、多くなってきている。蓄電池は、商用電力を消費し事
前に充電することで、任意のタイミングで放電し電力を供給することができる。即ち、こ
のような電力供給システムを利用する消費者は、蓄電池の充電及び放電を行うタイミング
を制御することで、商用電力を消費するタイミングを変動させることができる。例えば、
特許文献１では、商用電力の単価が安い特定の時間（２２時～８時）に蓄電池を充電し、
商用電力の単価が高い特定の時間（８時～２２時）に蓄電池を放電するように制御するこ
とで、商用電力の料金を安くする電力供給システムが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－２７４９８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、電力事業者同士の商用電力の売買では、変動性の単価が設定されることが多
い。これと同様に、電力事業者と消費者との間の商用電力の売買でも、変動性の単価が設
定されることがあり得る。この場合、商用電力の単価の高い時間や単価の安い時間が変動
し得る。そのため、例えば特許文献１で提案されている電力供給システムでは、商用電力
の単価の高い時間や単価の安い時間を把握することができず、商用電力の料金を安くする
ことが不可能になる。
【０００７】
　また、電力事業者は、商用電力の需要が大きい時間ほど単価を高く設定し、商用電力の
需要が小さい時間ほど単価を安く設定することが多い。これは、単価が固定性であっても
変動性であっても同様であり、需要と供給の関係によって単価が決定されるためである。
さらに、発電を行い得る電力事業者は、商用電力の需要が増大すると、即応性の高い火力
発電により発電される電力を増大することで対応することが多い。したがって、単価が高
い時間に消費する商用電力の電力量を低減することは、商用電力の料金を安くするだけで
なく、火力発電に伴う二酸化炭素の排出量を削減する観点からも、好ましい。
【０００８】
　そこで本発明は、変動し得る商用電力の単位電力量当たりの価格に応じて蓄電部の充電
及び放電を制御する電力供給システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明における電力供給システムは、商用電力を消費して
充電し、充電した電力を放電により供給する蓄電部と、商用電力の単位電力量当たりの価
格を示す情報である価格情報を取得する価格情報取得部と、前記価格情報取得部が取得す
る価格情報に基づいて、前記蓄電部の充電及び放電を制御する蓄電部制御部と、を備え、
価格情報が、所定時間中のそれぞれの単位時間での、商用電力の単位電力量当たりの価格
をそれぞれ示すものであり、前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電を行う単位時間と、
前記蓄電部の充電を行う単位時間と、を設定し得ることを特徴とする。
【００１０】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、商用電力の単位電
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力量当たりの価格が比較的高い単位時間に前記蓄電部の放電を行うように設定し得るとと
もに、商用電力の単位電力量当たりの価格が比較的安い単位時間に前記蓄電部の充電を行
うように設定し得るものであり、前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電を行う単位時間
を設定するとき、併せて前記蓄電部の充電を行う単位時間を設定することとしても構わな
い。
【００１１】
　このように構成すると、商用電力の単位電力量当たりの価格が安い単位時間に商用電力
を蓄電部に充電することで放電可能な電力量を確保しつつ、商用電力の単位電力量当たり
の価格が高い単位時間に蓄電部を放電して電力を供給することが可能になる。さらに、充
電を行うタイミングと放電を行うタイミングとを併せて（ペアとして）設定することが可
能になる。したがって、蓄電部を効率良く充電及び放電して、商用電力の料金を効果的に
低減することが可能になる。
【００１２】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、商用電力の単位電
力量当たりの価格が閾値以上であり、未だ充電及び放電を行うことを設定していない単位
時間を、前記蓄電部の放電を行う単位時間として設定し得ることとしても構わない。
【００１３】
　このように構成すると、蓄電部の充電や放電が必要以上に頻繁に行われたり、過剰に行
われたりすることを、抑制することが可能になる。そのため、蓄電部の劣化を抑制すると
ともに、蓄電部の充電や放電を効率良く行うことが可能になる。
【００１４】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の放電
を行う単位時間を設定するとき、前記蓄電部制御部が、当該単位時間よりも前であり、当
該単位時間よりも商用電力の単位電力量当たりの価格が安い単位時間を、前記蓄電部の充
電を行う単位時間として設定することとしても構わない。
【００１５】
　このように構成すると、蓄電部を充電して電力量を蓄えさせた後で、蓄電部を放電する
ことが可能になる。そのため、蓄電部の充電及び放電を、効率良く行うことが可能になる
。
【００１６】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、少なくとも１つの
価格情報によって商用電力の単位電力量当たりの価格が示されている複数の単位時間の少
なくとも一部から成る制御可能時間中で、前記蓄電部の放電を行う単位時間と、前記蓄電
部の充電を行う単位時間と、を設定し得ることとしても構わない。
【００１７】
　このように構成すると、商用電力の単位電力量当たりの価格が既知である制御可能時間
中で、蓄電部の充電及び放電を制御することになる。そのため、商用電力の単位電力量当
たりの価格の変動を精度良く把握し、当該変動に適するように蓄電部の充電や放電を制御
することが可能になる。
【００１８】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、前記蓄電部の充電
を行う単位時間と、前記蓄電部の放電を行う単位時間とを設定した後に、当該充電及び当
該放電以外の要因で、前記蓄電部の残容量が変化したとき、前記蓄電部制御部は、それま
でに設定した前記蓄電部の充電を行う単位時間と前記蓄電部の放電を行う単位時間とをそ
れぞれ解除して、前記蓄電部の充電を行う単位時間と前記蓄電部の放電を行う単位時間と
をそれぞれ設定し直すこととしても構わない。
【００１９】
　このように構成すると、想定外の事態で蓄電部を充電または放電したときに、蓄電部の
充電及び放電を行うタイミングを、再度設定し直すことが可能になる。そのため、蓄電部
の状態に即応して、蓄電部の充電及び放電を行うことが可能になる。
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【００２０】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、前記蓄電部制御部が、単位時間に前記蓄
電部の放電または充電を行い得るか否かを、当該単位時間において前記蓄電部に充電され
ていると推定する電力量に基づいて判定し、当該単位時間に前記蓄電部の放電または充電
を行い得ると判定したときに、当該単位時間に前記蓄電部の放電または充電を行うように
設定することとしても構わない。
【００２１】
　このように構成すると、蓄電部の充電や放電が過剰に行われることを抑制することが可
能になる。そのため、蓄電部の劣化を抑制するとともに、蓄電部の充電や放電を効率良く
行うことが可能になる。
【００２２】
　また、上記構成の電力供給システムにおいて、商用電力は、単位時間毎の単位電力量当
たりの価格が変動し得るものであり、需要が大きい単位時間ほど、単位電力量当たりの価
格が高くなるものであっても構わない。
【００２３】
　この場合、商用電力の料金を安くするとともに、電力事業者の二酸化炭素の排出量を削
減することが可能になる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の構成とすると、商用電力の単位電力量当たりの価格の変動に適するように、蓄
電部の充電や放電を制御することが可能になる。
【００２５】
　本発明の意義ないし効果は、以下に示す実施の形態の説明によりさらに明らかとなろう
。ただし、以下の実施の形態は、あくまでも本発明の実施の形態の一つであって、本発明
ないし各構成要件の用語の意義は、以下の実施の形態に記載されたものに制限されるもの
ではない。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】は、電力事業者による電力の供給方法の一例について説明するブロック図である
。
【図２】は、電力供給管理者が設定する商用電力の単価の変動の一例を示すグラフである
。
【図３】は、本発明の実施の一形態である電力供給システムの構成例を示すブロック図で
ある。
【図４】は、価格情報が示す商用電力の単価の一例と制御可能時間の一例とを示すグラフ
である。
【図５】は、蓄電部制御部による、蓄電部の充電及び放電を行うタイミングの設定方法の
一例を示すフローチャートである。
【図６】は、図５に示す設定方法により設定される、蓄電部の充電及び放電を行うタイミ
ングの一例を示すグラフである。
【図７】は、制御可能時間が重複する時間における、蓄電部の充電及び放電を行うタイミ
ングの設定方法の一例を説明するグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　本発明の実施の一形態である電力供給システムについて、以下図面を参照して説明する
。最初に、電力供給システムを備える消費者に対して電力事業者が電力を供給する方法の
一例について、説明する。
【００２８】
＜電力事業者による電力の供給方法＞
　図１は、電力事業者による電力の供給方法の一例について説明するブロック図である。
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図１中の各ブロックを接続する実線の矢印は商用電力のやり取りを示し、破線の矢印は情
報のやり取りを示している。また、図１に示す例は、卸電力供給者Ｓ１及び電力供給管理
者Ｓ２を介して、消費者Ｃ１～Ｃ３に電力が供給される場合を例示したものである。なお
、卸電力供給者Ｓ１及び電力供給管理者Ｓ２は、いずれも電力事業者の一形態として解釈
され得る。
【００２９】
　図１に示すように、卸電力供給者Ｓ１は、自ら発電したり、卸電力取引所Ｍで他の電力
事業者から購入したりすることで、商用電力を取得する。また、電力供給管理者Ｓ２は、
卸電力供給者Ｓ１から商用電力を購入する。なお、電力供給管理者Ｓ２は、卸電力供給者
を介することなく、卸電力取引所Ｍにおいて他の電力事業者から商用電力を購入しても構
わない。
【００３０】
　卸電力取引所Ｍでは、将来の所定時間（例えば、翌日０時～２４時）に受渡される商用
電力の売買が行われる。また、この売買における需要と供給の関係によって、将来の所定
時間（例えば、翌日０時～２４時）に受渡される商用電力の単価が、単位時間（例えば、
１時間や３０分など）毎に変動し得るものとして設定される。そして、この商用電力の単
価の変動の影響を受けて、電力供給管理者Ｓ２は、将来の所定時間（例えば、翌日０時～
２４時）に消費者Ｃ１～Ｃ３に対して販売及び供給する商用電力の単価を、単位時間（例
えば、１時間や３０分など）毎に変動し得るものとして設定する。
【００３１】
　以下では説明の具体化のため、電力供給管理者Ｓ２が、消費者Ｃ１～Ｃ３に対して翌日
０時～２４時に販売及び供給する商用電力の単価を、１時間毎に変動し得るものとして設
定する場合を例示する。この商用電力の単価の変動の一例について、図２を参照して説明
する。図２は、電力供給管理者が設定する商用電力の単価の変動の一例を示すグラフであ
り、各単位時間における商用電力の単価の高さを棒の高さで示したものである。図２に示
すように、電力供給管理者Ｓ２は、時々刻々と変動する商用電力の単価を設定し得る。
【００３２】
　また、電力供給管理者Ｓ２は、図２に示すような商用電力の単価を、価格情報として消
費者Ｃ１～Ｃ３に対して通知する。この価格情報は、電力供給管理者Ｓ２が消費者Ｃ１～
Ｃ３に対して商用電力を販売及び供給する日よりも前に、電力供給管理者Ｓ２から消費者
Ｃ１～Ｃ３に通知される。具体的に例えば、卸電力取引所Ｍにおいて翌日に受渡される商
用電力の売買が終了した後であり、当該翌日の０時よりも前である所定のタイミングで、
電力供給管理者Ｓ２から消費者Ｃ１～Ｃ３に価格情報が通知される。ただし、以下では説
明の具体化のため、電力供給管理者Ｓ２が、消費者Ｃ１～Ｃ３に対して商用電力を販売及
び供給する日の前日の１９時に、価格情報を消費者Ｃ１～Ｃ３に対して通知する場合を例
示する。
【００３３】
　なお、卸電力取引所Ｍにおける電力事業者間の商用電力の売買や、卸電力供給者Ｓ１及
び電力供給管理者Ｓ２における商用電力の売買は、上述のような変動性の単価が設定され
る場合に限られるものではなく、固定性の単価が設定されても構わない。ただし、最終的
に電力供給管理者Ｓ２が消費者Ｃ１～Ｃ３に対して販売及び供給する商用電力は、図２に
示したような変動性の単価が設定されるものとする。
【００３４】
＜電力供給システム＞
　次に、図１の消費者Ｃ１～Ｃ３（図３の消費者Ｃ）が有する電力供給システムについて
、図面を参照して説明する。図３は、本発明の実施の一形態である電力供給システムの構
成例を示すブロック図である。なお、図１と同様に、図３でも各ブロックの電力のやり取
りを実線の矢印で示し、情報のやり取りを破線の矢印で示す。
【００３５】
　図３に示すように、消費者Ｃが有する電力供給システム１は、商用電力を消費して充電
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するとともに充電した電力を放電により供給する蓄電部１０と、価格情報を取得する価格
情報取得部１１と、価格情報取得部１１が取得する価格情報に基づいて蓄電部１０の充電
及び放電を制御する蓄電部制御部１２と、商用電力と蓄電部１１の放電により供給される
電力との少なくとも一方を消費する負荷部１３と、を備える。
【００３６】
　蓄電部１０は、例えば大容量の蓄電池から成り、供給される商用電力を適宜変換して（
例えば、交流電力を直流電力に変換して）充電し、充電した電力を適宜変換して（例えば
、直流電力を交流電力に変換して）負荷部１３に供給する。また、蓄電部１０は、充電さ
れている電力量（以下、残容量とする）を推定し、蓄電部制御部１２に通知する。例えば
蓄電部１０は、充電及び放電する電力量または電流量を測定したり、蓄電部１０の電圧値
と残容量との関係を示すテーブルを備え、蓄電部１０の電圧値を測定するとともに当該テ
ーブルを参照したりすることで、残容量を推定する。
【００３７】
　価格情報取得部１１は、例えば電力供給管理者Ｓ２と通信し得るスマートメータなどか
ら成り、電力供給管理者Ｓ２から通知される価格情報を取得する。なお、価格情報取得部
１１が、前日の１９時に取得した価格情報を参照することで現在時刻の商用電力の単価を
認識し、当該単価を光（例えば、画像の表示やランプの点灯など）や音などで消費者Ｃに
対して報知しても構わない。
【００３８】
　蓄電部制御部１２は、蓄電部１０から取得する残容量と、価格情報取得部１１が取得す
る価格情報と、に基づいて、蓄電部１０の充電及び放電の制御を行う。具体的に、蓄電部
制御部１２は、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングを事前に設定し、原則的に設
定したタイミングにしたがって蓄電部１０の充電及び放電を制御する（詳細は後述）。
【００３９】
　負荷部１３は、供給される電力を消費して動作する各種負荷（例えば、家庭や店舗等に
備えられる照明や空調装置、冷蔵庫などの各種機器）を含む。また、負荷部１３の一部ま
たは全部の負荷は、商用電力だけでなく、蓄電部１０の放電により供給される電力も消費
し得る。
【００４０】
　なお、蓄電部１０が残容量を推定し蓄電部制御部１２に通知する構成について説明した
が、この構成に代えて（または、加えて）、蓄電部制御部１２が蓄電部１０の残容量を推
定しても構わない。例えば、蓄電部制御部１２が、蓄電部１０に充電する電力量や蓄電部
１０から放電させる電力量を順次積算することで、蓄電部１０の残容量を推定しても構わ
ない。
【００４１】
　次に、蓄電部制御部１２による蓄電部１０の充電及び放電の制御の詳細について、図面
を参照して説明する。最初に、図４を参照して制御可能時間について説明する。図４は、
価格情報が示す商用電力の単価の一例と制御可能時間の一例とを示すグラフである。また
図４は、図２と同様に、各単位時間における商用電力の単価の高さを棒の高さで示したも
のである。
【００４２】
　制御可能時間とは、蓄電部制御部１２が、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミング
を設定可能な時間である。具体的に、制御可能時間とは、蓄電部１０の充電及び放電を行
うタイミングを蓄電部制御部１２が設定する時刻以降の単位時間から成る時間であり、蓄
電部制御部１２が商用電力の単価を把握している単位時間から成る時間である。
【００４３】
　図４中の価格情報Ｐｎは、ｎ日の０時～２４時における商用電力の単価を示す情報であ
る。また、価格情報Ｐｎは、ｎ－１日（ｎ日の前日）の１９時に価格情報取得部１１によ
って取得され、蓄電部制御部１２にも取得される。同様に、価格情報Ｐｎ－１は、ｎ－１
日の０時～２４時における商用電力の単価を示す情報であり、ｎ－２日（ｎ－１日の前日



(8) JP 2014-2425 A 2014.1.9

10

20

30

40

50

）の１９時に価格情報取得部１１によって取得され、蓄電部制御部１２にも取得される。
【００４４】
　また、図４中の制御可能時間ＣＰＴｎ（ｎ－１日の１９時～ｎ日の２４時）は、蓄電部
制御部１２が、価格情報取得部１１を介して価格情報Ｐｎを取得した時刻（ｎ－１日の１
９時）に蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングを設定する場合における、制御可能
時間である。この時刻（ｎ－１日の１９時）において、蓄電部制御部１２は、ｎ－１日の
１９時～２４時の商用電力の単価を価格情報Ｐｎ－１から把握し、ｎ日の０時～２４時の
商用電力の単価を価格情報Ｐｎから把握している。
【００４５】
　なお、上述の制御可能時間は、蓄電部制御部１２が蓄電部１０の充電及び放電を行うタ
イミングを設定する時刻以降の単位時間であり、蓄電部制御部１２が商用電力の単価を把
握している単位時間の全てから成るものであるが、これらの単位時間の一部を制御可能時
間としても構わない。例えば、蓄電部制御部１２が価格情報取得部１１を介して価格情報
Ｐｎを取得した時刻（ｎ－１日の１９時）に蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミング
を設定する場合における制御可能時間を、ｎ－１日の１９時～ｎ日の１９時としても構わ
ないし、ｎ日の０時～２４時としても構わない。このように制御可能時間を設定すると、
制御可能時間の重複（図７参照、詳細は後述）を防止することが可能となる。
【００４６】
　ただし、以下では説明の具体化のため、制御可能時間が、蓄電部制御部１２が蓄電部１
０の充電及び放電を行うタイミングを設定する時刻以降の単位時間であり、蓄電部制御部
１２が商用電力の単価を把握している単位時間の全てから成る場合を例示する。
【００４７】
　蓄電部制御部１２による、蓄電部１０の充電及び放電のタイミングの設定方法について
、図面を参照して説明する。図５は、蓄電部制御部による、蓄電部の充電及び放電を行う
タイミングの設定方法の一例を示すフローチャートである。なお、以下では説明の具体化
のため、制御可能時間が、図４に示す制御可能時間ＣＰＴｎである場合を例示する。
【００４８】
　図５に示すように、蓄電部制御部１２は、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミング
の設定を開始すると、最初に、制御可能時間ＣＰＴｎ中で最も商用電力の単価が高い単位
時間である最大単価時間ＨＰＴを検出する（ＳＴＥＰ１）。そして、蓄電部制御部１２は
、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴの商用電力の単価が、閾値Ｔ１以上で
あるか否かを確認する（ＳＴＥＰ２）。
【００４９】
　ここで、蓄電部制御部１２が、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴの商用
電力の単価が、閾値Ｔ１よりも安いことを確認すると（ＳＴＥＰ２、ＮＯ）、蓄電部１０
の充電及び放電のタイミングの設定を終了する。
【００５０】
　一方、蓄電部制御部１２は、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴの商用電
力の単価が閾値Ｔ１以上であることを確認すると（ＳＴＥＰ２、ＹＥＳ）、制御可能時間
ＣＰＴｎ中で当該最大単価時間ＨＰＴよりも前であり、商用電力の単価が当該最大単価時
間ＨＰＴにおける商用電力の単価よりも安い単位時間があるか否かを確認する（ＳＴＥＰ
３）。
【００５１】
　ここで、蓄電部制御部１２が、制御可能時間ＣＰＴｎ中で直近のＳＴＥＰ１で検出した
最大単価時間ＨＰＴよりも前であり、商用電力の単価が当該最大単価時間ＨＰＴにおける
商用電力の単価よりも安い単位時間を、確認することができなければ（ＳＴＥＰ３、ＮＯ
）、当該最大単価時間ＨＰＴを以降の検出対象から除外して（ＳＴＥＰ４）、ＳＴＥＰ１
に戻り新たに最大単価時間ＨＰＴの検出を行う。
【００５２】
　一方、蓄電部制御部１２が、制御可能時間ＣＰＴｎ中で直近のＳＴＥＰ１で検出した最
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大単価時間ＨＰＴよりも前であり、商用電力の単価が当該最大単価時間ＨＰＴにおける商
用電力の単価よりも安い単位時間を確認することができれば（ＳＴＥＰ３、ＹＥＳ）、確
認した単位時間の中で最も商用電力の単価が安い単位時間である最小単価時間ＬＰＴを検
出する（ＳＴＥＰ５）。
【００５３】
　そして、蓄電部制御部１２は、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴで蓄電
部１０を放電することが可能であり、かつ、直近のＳＴＥＰ５で検出した最小単価時間Ｌ
ＰＴで蓄電部１０を充電することが可能であるか否かを確認する（ＳＴＥＰ６）。
【００５４】
　例えば、蓄電部制御部１２は、当該最大単価時間ＨＰＴでの蓄電部１０の残容量が、所
定の電力量（例えば、当該最大単価時間ＨＰＴで放電しようとしている電力量）を放電可
能な程度まで大きいか否かを確認する。また例えば、蓄電部制御部１２は、当該最小単価
時間ＬＰＴでの蓄電部１０の残容量が、蓄電部１０が所定の電力量（例えば、当該最小単
価時間ＬＰＴで充電しようとしている電力量）を充電可能な程度まで小さいか否かを確認
する。なお、蓄電部制御部１２は、確認を行う時刻（本例ではｎ－１日の１９時）での蓄
電部１０の残容量に、これまでに設定した蓄電部１０の充電及び放電（例えば、後述する
ＳＴＥＰ７）に伴う残容量の変動を加味することで、当該最大単価時間ＨＰＴでの蓄電部
１０の残容量と当該最小単価時間ＬＰＴでの蓄電部１０の残容量とを推定しても構わない
。
【００５５】
　ここで、蓄電部制御部１２が、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴでの蓄
電部１０の放電が不可能である、または、直近のＳＴＥＰ５で検出した最小単価時間ＬＰ
Ｔでの蓄電部１０の充電が不可能であることを確認すると（ＳＴＥＰ６、ＮＯ）、当該最
大単価時間ＨＰＴ及び当該最小単価時間ＬＰＴを以降の検出対象から除外して（ＳＴＥＰ
８）、ＳＴＥＰ１に戻り新たに最大単価時間ＨＰＴの検出を行う。なお、この場合のＳＴ
ＥＰ８において、当該最大単価時間ＨＰＴ及び当該最小単価時間ＬＰＴの双方を、以降の
検出対象から除外するとしたが、蓄電部１０の充電や放電が不可能であると確認された最
大単価時間ＨＰＴや最小単価時間ＬＰＴだけを、以降の検出対象から除外しても構わない
。
【００５６】
　一方、蓄電部制御部１２が、直近のＳＴＥＰ１で検出した最大単価時間ＨＰＴで蓄電部
１０を放電することが可能である、かつ、直近のＳＴＥＰ５で検出した最小単価時間ＬＰ
Ｔで蓄電部１０を充電することが可能であることを確認すると（ＳＴＥＰ６、ＹＥＳ）、
当該最大単価時間ＨＰＴを蓄電部１０の放電を行うタイミングとして設定し、かつ、当該
最小単価時間ＬＰＴを蓄電部１０の充電を行うタイミングとして設定する（ＳＴＥＰ７）
。即ち、商用電力の単価が比較的高い単位時間を、蓄電部１０の放電を行うタイミングと
して設定し、商用電力の単価が比較的安い単位時間を、蓄電部１０の充電を行うタイミン
グとして設定する。そして、当該最大単価時間ＨＰＴ及び当該最小単価時間ＬＰＴを以降
の検出対象から除外して（ＳＴＥＰ８）、ＳＴＥＰ１に戻り新たに最大単価時間ＨＰＴの
検出を行う。
【００５７】
　なお、ＳＴＥＰ６やＳＴＥＰ７において、蓄電部１０が充電及び放電するように仮定ま
たは設定する電力量は、一定としても可変としても構わない。可変とする場合、蓄電部１
０に充電及び放電しようとしている単位時間の商用電力の単価に応じて、蓄電部１０が充
電及び放電するように仮定または設定する電力量を設定しても構わない。例えば、商用電
力の単価が高いほど放電する電力量が大きくなり、商用電力の単価が安いほど充電する電
力量が大きくなるように設定しても構わない。また、蓄電部１０に充電及び放電しようと
している単位時間での蓄電部１０の残容量（ＳＴＥＰ６と同様に推定したもの）に応じて
、蓄電部１０が充電及び放電するように仮定または設定する電力量を設定しても構わない
。例えば、推定される蓄電部１０の残容量が大きいほど放電する電力量が大きくなり、推
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定される蓄電部１０の残容量が小さいほど充電する電力量が大きくなるように設定しても
構わない。
【００５８】
　図５に示す設定方法により設定される、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングの
一例を、図６を参照して説明する。図６は、図５に示す設定方法により設定される、蓄電
部の充電及び放電を行うタイミングの一例を示すグラフである。また図６は、図２と同様
に、各単位時間における商用電力の単価の高さを棒の高さで示したものである。
【００５９】
　図６に示す例では、最初に、制御可能時間ＣＰＴｎ中から、商用電力の単価がＴ１より
高い最大単価時間ＨＰＴ１（ｎ日の１０時～１１時）が検出されるとともに、最小単価時
間ＬＰＴ１（ｎ日の２時～３時）が検出される。そして、当該最大単価時間ＨＰＴ１が蓄
電部１０の放電を行うタイミングとして設定され、当該最小単価時間ＬＰＴ１が蓄電部１
０の充電を行うタイミングとして設定される。
【００６０】
　次に、最大単価時間ＨＰＴ１及び最小単価時間ＬＰＴ１を除外した制御可能時間ＣＰＴ
ｎ中から、商用電力の単価がＴ１より高い最大単価時間ＨＰＴ２（ｎ日の１６時～１７時
）が検出されるとともに、最小単価時間ＬＰＴ２（ｎ日の１４時～１５時）が検出される
。そして、当該最大単価時間ＨＰＴ２が蓄電部１０の放電を行うタイミングとして設定さ
れ、当該最小単価時間ＬＰＴ２が蓄電部１０の充電を行うタイミングとして設定される。
【００６１】
　さらに、最大単価時間ＨＰＴ１，ＨＰＴ２及び最小単価時間ＬＰＴ１，ＬＰＴ２を除外
した制御可能時間ＣＰＴｎ中から、商用電力の単価がＴ１より高い最大単価時間ＨＰＴ３
（ｎ日の１３時～１４時）が検出されるとともに、最小単価時間ＬＰＴ３（ｎ日の１時～
２時）が検出される。そして、当該最大単価時間ＨＰＴ３が蓄電部１０の放電を行うタイ
ミングとして設定され、当該最小単価時間ＬＰＴ３が蓄電部１０の充電を行うタイミング
として設定される。
【００６２】
　最大単価時間ＨＰＴ１，ＨＰＴ２，ＨＰＴ３及び最小単価時間ＬＰＴ１，ＬＰＴ２，Ｌ
ＰＴ３を除外した制御可能時間ＣＰＴｎ中には、商用電力の単価がＴ１よりも高い最大単
価時間ＨＰＴが存在しない。したがって、蓄電部制御部１２による蓄電部１０の充電及び
放電を行うタイミングの設定は、以上で終了する。
【００６３】
　ところで、上述例の制御可能時間ＣＰＴｎ（ｎ－１日の１９時～ｎ日の２４時）は、他
の制御可能時間ＣＰＴｎ－１（ｎ－２日の１９時～ｎ－１日の２４時）や制御可能時間Ｃ
ＰＴｎ＋１（ｎ日の１９時～ｎ＋１日の２４時）と、一部の時間が重複する。以下、図７
を参照して、制御可能時間が重複する時間における蓄電部１０の充電及び放電を行うタイ
ミングの設定方法について説明する。図７は、制御可能時間が重複する時間における、蓄
電部の充電及び放電を行うタイミングの設定方法の一例を説明するグラフである。また図
７は、図２と同様に、各単位時間における商用電力の単価の高さを棒の高さで示したもの
である。
【００６４】
　図７には、制御可能時間ＣＰＴｎ－１と制御可能時間ＣＰＴｎとが重複する時間（ｎ－
１日の１９時～２４時）を示している。また、図７に示す蓄電部１０の放電を行うタイミ
ングとして設定されている最大単価時間ＨＰＴｘ（ｎ－１日の２１時～２２時）は、制御
可能時間ＣＰＴｎ－１に対して（ｎ－２日の１９時に）設定されたものである。
【００６５】
　制御可能時間ＣＰＴｎ－１，ＣＰＴｎに重複する時間が存在する場合、蓄電部制御部１
２は、制御可能時間ＣＰＴｎ中から最大単価時間ＨＰＴや最小単価時間ＬＰＴを検出する
際に、既に蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングとして設定されている単位時間（
本例では最大単価時間ＨＰＴｘ）を、予め除外する。
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【００６６】
　これにより、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングとして１つの単位時間が複数
回設定されることを、防止することが可能になる。そのため、蓄電部１０の充電や放電が
過剰に行われることを抑制することが可能になる。なお、図５のＳＴＥＰ８も同様である
。ただし、図５のＳＴＥＰ８は、ある１つの制御可能時間中に蓄電部１０の充電及び放電
を行うタイミングをそれぞれ設定していく際に、１つの単位時間が複数回設定されること
を防止するものである。
【００６７】
　以上のように構成すると、商用電力の単価の変動に適するように、蓄電部１０の充電や
放電を制御することが可能になる。また、これにより、商用電力の料金を安くするととも
に、電力事業者の二酸化炭素の排出量を削減することが可能になる。
【００６８】
　また、商用電力の単価が安い単位時間に商用電力を蓄電部１０に充電することで残容量
を確保しつつ、商用電力の単価が高い単位時間に蓄電部１０を放電して電力を供給するこ
とが可能になる。さらに、充電を行うタイミングと放電を行うタイミングとを併せて（ペ
アとして）設定することが可能になる。したがって、蓄電部１０を効率良く充電及び放電
して、商用電力の料金を効果的に低減することが可能になる。
【００６９】
　また、閾値Ｔ１を設定し、商用電力の単価が当該閾値Ｔ１以上である単位時間を最大単
価時間ＨＰＴとすることで、蓄電部１０の充電や放電が必要以上に頻繁に行われることを
抑制することが可能になる。そのため、蓄電部１０の劣化を抑制するとともに、蓄電部１
０の充電や放電を効率良く行うことが可能になる。
【００７０】
　また、蓄電部１０を充電するタイミングを、蓄電部１０を放電するタイミングよりも前
にすることで、蓄電部１０を充電して電力量を蓄えさせた後で、蓄電部１０を放電するこ
とが可能になる。そのため、蓄電部１０の充電及び放電を、効率良く行うことが可能にな
る。
【００７１】
　また、商用電力の単価が既知である制御可能時間中で、蓄電部１０の充電及び放電を制
御することで、商用電力の単価の変動を精度良く把握し、当該変動に適するように蓄電部
１０の充電や放電を制御することが可能になる。
【００７２】
　また、蓄電部制御部１２は、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングを設定する前
に、当該タイミングにおける蓄電部１０の残容量を推定することで、その可否を判定する
。そのため、蓄電部１０の充電や放電が過剰に行われることを抑制することが可能になる
。したがって、蓄電部１０の劣化を抑制するとともに、蓄電部１０の充電や放電を効率良
く行うことが可能になる。
【００７３】
　なお、蓄電部１０の充電及び放電を行うタイミングを設定した後、蓄電部１０の残容量
が変動した場合（例えば、負荷部１３が消費する電力量が増大して蓄電部１０を放電する
必要性が生じた場合や、太陽電池などの発電装置によって蓄電部１０が充電された場合な
ど、蓄電部１０の残容量が所定の電力量以上変動した場合）、蓄電部制御部１２は、蓄電
部１０の充電及び放電を行うタイミングを、新たに設定し直すと好ましい。この場合、例
えば蓄電部制御部１２は、それまでに設定した蓄電部１０の充電及び放電のタイミングを
全て解除（リセット）した上で、図５に示す設定方法によって蓄電部１０の充電及び放電
のタイミングを設定し直す。
【００７４】
　また、この場合の制御可能時間は、例えば、蓄電部１０の充電及び放電のタイミングを
全て解除した時刻（設定し直す時刻）から、解除前の制御可能時間の終了時刻（上述の例
では２４時）と同じ時刻までとする。具体的に例えば、ｎ－１日の１９時より後かつｎ日
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電及び放電を行うタイミングを設定し直す場合における制御可能時間は、ｎ－１日または
ｎ日のｋ時～ｎ日の２４時である。
【００７５】
　このように構成すると、想定外の事態で蓄電部１０を充電または放電したときに、蓄電
部１０の充電及び放電を行うタイミングを、再度設定し直すことが可能になる。そのため
、蓄電部１０の状態に即応して、蓄電部１０の充電及び放電を行うことが可能になる。
【００７６】
＜変形例＞
　本発明の実施の一形態である電力供給システム１について、価格情報取得部１１や蓄電
部制御部１２、蓄電部１０などの一部または全部の動作を、マイコンなどの制御装置が行
うこととしても構わない。さらに、このような制御装置によって実現される機能の全部ま
たは一部をプログラムとして記述し、該プログラムをプログラム実行装置（例えばコンピ
ュータ）上で実行することによって、その機能の全部または一部を実現するようにしても
構わない。
【００７７】
　また、上述した場合に限らず、図３に示す電力供給システム１は、ハードウェア、ある
いは、ハードウェアとソフトウェアの組み合わせによって実現可能である。また、ソフト
ウェアを用いて電力供給システム１の一部を実現する場合、ソフトウェアによって実現さ
れる部位についてのブロックは、その部位の機能ブロックを表すこととする。
【００７８】
　以上、本発明における実施形態について説明したが、本発明の範囲はこれに限定される
ものではなく、発明の主旨を逸脱しない範囲で種々の変更を加えて実行することができる
。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明は、蓄電部の放電により供給される電力を利用する電力供給システムに利用可能
である。
【符号の説明】
【００８０】
　１　　電力供給システム
　１０　蓄電部
　１１　価格情報取得部
　１２　蓄電部制御部
　１３　負荷部
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